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本研究は，静岡県における大規模縦断調査の結果を分析し，高齢者の を構成する要素
が，６年間でどのように変化するのか明らかにした後，本県内圏域別に６年間の の変化
を算出し地域格差を確認した。さらに，圏域別の６年間の の変化と，社会生活指標との
関連について分析を加え検討を行った。これらにより，高齢者の の維持・向上を図るた
めの社会的な計画や施策を立案する際の参考になる基礎的な資料を得ることを目的とした。
1999年10月１日時点で静岡県内に在住していた65歳以上の者を，静岡県内の全市町村から，

性・年齢階級（65～74歳，75～84歳）別に75人ずつ層化無作為抽出して調査対象者とし（計
22,000人），同年12月に郵送留置法で， とライフスタイルについて調査した。なお，有効
回答が得られた者に対しては，３年後と６年後に再度，郵送留置法にて同内容を調査した。こ
の調査で得られた結果を基に， の状態を得点化し，性・年齢階級別および圏域別の経年
的な変化を観察した。さらに,圏域別の に関しては,社会生活指標との関連を分析した。
高齢者の は，６年間という比較的短い期間にも関わらず，加齢とともに低下すること

が明らかとなった。 を構成する要素では，生活活動力で年齢階級差，精神的健康で性差
が顕著に認められた。また， の変化が少なかった要素は，人的サポート満足感と経済的
ゆとり満足感であった。一方，圏域別では の明らかな差は認められなかったが，圏域別
の の縦断的変化には，「保健師数」「高齢者のいる世帯割合」「ショートステイ年間利用
日数」が有意な関連を示した。
短期間でも低下しやすい高齢者の の維持・向上を図るためには，家族や保健活動によ

る支援を受けながら，可能な限り家庭で生活できるような圏域および地域づくりが重要ではな
いかと考えられた。

高齢者， ，社会生活指標，圏域差，縦断調査

Ⅰ

日本人の平均寿命は，男性78.64歳，女性
85.59歳1)であり，世界有数の長寿国である。
そのため，最近は，単なる生物学的な寿命の延
伸ではなく，いかにいきいきと満足して毎日の
生活を過ごすかといった“生活の質”，いわゆ

る， （以下， ）が問われ
ることが多くなってきた。 に関しては，
生き方や人間存在にも繋がる概念であることか
ら，余生というものが現実的である高齢者にお
いて，重要視される傾向にある。また，研究面
においても，高齢者の をテーマとした研
究が増えている2)。さらに，成果として，高齢
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尺度 質問項目
回答（点)

はい いいえ

生活
活動力

バスや自転車を使って１人で外出できるか
日用品の買い物が自分でできるか
食事の支度ができるか
金銭の管理・計算ができるか
身の回りのことは自分でできるか

健康
満足感

健康だと感じているか
毎日気分よくすごせるか
体調がすぐれないことが多いか1)

人的
サポート
満足感

まわりの人とうまくいっているか
友人との付き合いに満足しているか
家族との付き合いに満足しているか

経済的
ゆとり
満足感

ある程度お金に余裕があるか
小遣いに満足しているか

精神的
健康

将来に不安を感じるか1)

寂しいと思うことがあるか1)

自分が無力だと感じることがあるか1)

精神的
活力

将来に夢や希望があるか
趣味はあるか
生きがいを持っているか

注 1) 点数が逆転している項目
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者の の維持・向上を図るには，積極的な
身体活動を実践すること3)， を維持する
こと4)，社会的支援のあること5)などが重要な
要素になると報告されている。これらの先行研
究の成果は，主に高齢者の の維持・向上
を図るための個人レベルでの効果的な取り組み
を実践する上で有益な情報となる。
一方で，高齢者個人のみではなく，地域社会

として高齢者の の維持・向上を図るため
の検討も重要と考えられる。実際，静岡県では，
高齢者の の維持・向上を目標とした高齢
者保健福祉計画の中で，高齢者保健福祉圏域
（以下，圏域：８圏域，2006年４月１日現在）
別に施設数や保健福祉サービスの見込み量が設
定されている6)。また，全国の自治体も同様で
ある。そのため，高齢者の について，個
人単位ではなく，圏域の単位で検討することは，
効果的かつ効率的な高齢者保健福祉施策を立案
する上で，極めて重要な情報になる可能性があ
る。しかし，先行研究では，圏域単位で高齢者
の を調査し，地域差や社会生活的な要因
との関連を分析した報告は，ほとんど認められ
ない。その理由の１つとして，圏域のような地
域レベルでの比較を試みる場合，ある程度のサ
ンプル数を確保するため，大規模な調査が必要
となる。そして， に関しては，その多様
性から，統一された概念がない7)8)。そのため，
先行研究では，研究のテーマごとに を定
義するとともに，その定義した の状態を
最も精度よく測定するための調査票が用いられ
ている。したがって，各研究の の状態を
比較することや，再集計することなどによって，
地域の分析を試みるような方法は，容易なこと
ではないと考えられる。
静岡県総合健康センターでは，静岡県内に在

住する高齢者から，約２万人の調査対象者を無
作為抽出し，太田ら9)の「地域高齢者のための
総合的，基本的かつ簡便な 質問表」

を使用して，高齢者の の状態を縦断
的（６年間で３回）に調査し把握してきた。本
調査は，比較的多数の高齢者を対象とした縦断
的調査である。そして，調査対象者を静岡県内

市町村（当時74市町村）から均一に抽出した。
そのため，前述した圏域別の の状態を把
握することが可能であるとともに，先行研究で
はほとんど認められない地域の 格差等に
ついて分析することが可能である。
本研究では，高齢者の を構成する要素

が，６年間で，どのように変化するのか明らか
にした後，本県内圏域別に６年間の の変
化を算出し地域格差を確認した。さらに，圏域
別の６年間の の変化と，社会生活指標と
の関連について分析を加え検討を行った。これ
らにより，高齢者の の維持・向上を図る
ための社会的な計画や施策を立案する際の参考
になる基礎的な資料を得ることを目的とした。

Ⅱ

1999年10月１日時点で静岡県内に在住してい
た65歳以上の者を，静岡県内の全市町村（当時
74自治体）の住民基本登録台帳から，性・年齢
階級（前期高齢者：65～74歳，後期高齢者：
75～84歳）別に75人ずつ層化無作為抽出し調査
対象者とし（計22,200人），同年12月に郵送留
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指標 指標年度 単位 静岡県
賀茂

人数 - 人
平均年齢 - 平均値±標準偏差（歳)
男性割合 - ％
１回目 得点 - 平均値±標準偏差（点)
２回目 得点 - 平均値±標準偏差（点)
３回目 得点 - 平均値±標準偏差（点)
３回目 得点－１回目 得点 - 平均値（点)

人口密度 2005年1) 人／
完全失業率 2000年2) ％
市町村民所得 2003年2)5) 人口１人当たり（千円)
第一次産業就業者比率 2000年1) ％
第二次産業就業者比率 2000年1) ％
第三次産業就業者比率 2000年1) ％
地方債現在残高 2004年1)5) 人口１人当たり（千円)
地方財政歳出額 2004年1)5) 人口１人当たり（千円)

医師数 2003年2)5) 人口10万対
保健師数 2005年1) 人口千対
民生委員数 2003年2)5) 人口1万対
医療施設数（病院・一般診療所） 2004年1)5) 人口10万対
老人医療費 2004年1) 人口１人当たり（千円)
高齢者のいる世帯割合 2000年1) ％
高齢者単身世帯割合 2005年1) ％
生活保護法による保護率 2002年2) 人口千人当たり（％)
ホームヘルパー数 2003年2) 65歳以上人口千人当たり（人)
老人クラブ加入率 2003年2) 60歳以上人口の％
要介護認定率 2004年1) ％
健康相談延べ人数 2003年3)5) 人口千対（人)
ホームヘルプ年間利用日数 2000年4) 65歳以上人口100人当たり（日)
ディサービス年間利用日数 2000年4) 65歳以上人口100人当たり（日)
ショートステイ年間利用日数 2000年4) 65歳以上人口100人当たり（日)

高齢者

資料 1) 静岡県総務部市町村総室ほか．市町村の指標－平成17年度－．2006．
2) 静岡県統計センターしずおか資料（ // / / ）
3) 厚生労働省統計表データベースシステム（ // / / / _ _ ）
4) （財）長寿開発センター老人福祉マップ（ // / / / / ）
5) 2005年の静岡県人口を基に算出

注 ＊(３回目 得点－１回目 得点）と各指標の相関係数

QOL

得点

都市構造

保健福祉関連
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置法により調査した（以下，１回目）。１回目
に有効回答が得られた14,001人に対して，2002
年12月に郵送留置法にて追跡調査した（以下，
２回目）。さらに，２回目に有効回答が得られ
た11,509人のうち，その後に死亡の連絡があっ
た５人を除く11,504人に対して，2006年２月に
これまでと同様に郵送留置法で追跡調査した
（以下，３回目）。
調査内容は，３回の調査ともに同一の調査票

を使用した。本研究で焦点を当てた に関
する質問項目は，太田ら9)の質問項目を用いた

。この質問項目は， 10)の
概念に基づき，生活活動力，健康満足感，人的
サポート満足感，経済的ゆとり満足感，精神的
健康，精神的活力の６つの下位尺度に分けられ，

各尺度に対して２～５つの質問が含まれる。各
尺度の質問の回答は二者択一である。また，本
研究では，圏域の の縦断的変化と社会生
活指標との関連を分析し，検討した。その際に
用いた社会生活指標は に示す。この指標は，
都市構造を示す８項目と保健福祉関連の15項目
の合計23項目である。なお， に示す指標は，
官公庁統計資料から市町単位で入手可能な指標
で，その指標を圏域別に再集計して準備した。

まず，各調査時点における高齢者の の
状態を観察することとした。そのため，各調査
時点における の質問項目の回答を，
に示すように「いいえ」が０点，「はい」が１
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保健福祉圏域 の順位相関係数＊

熱海伊東 駿東田方 富士 静岡 志太榛原 中東遠 西部 相関係数 有意差
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点に（ただし，１）はその逆）得点化し，すべ
てを合計した「 得点（０～19点）」に置き
換えた。そして，合計した得点および下位尺度
別の得点について，性・年齢階級別の平均値を
各調査時点で算出し，縦断的変化を確認した。
なお，この の質問項目は，本来，合計点
で評価するようには作成されていないが，今回
は，いくつかの要素を含む全般的な高齢者の

について，その変化の方向を比較するた
め，合計点を使用した。２回目，３回目の分析
は，１回目の年齢階級を基に分析した（以下の
分析も同様）。
次に， の地域格差を確認するため圏域

別に，各調査時点の 得点の平均値を算出
した。また， 得点の縦断的変化について

は，３回目 得点－１回目 得点（以
下， 得点の変化した値）の平均値を圏域
別に求めた。調査時点の 得点と 得
点の変化した値および年齢に関しては，圏域別
の値に差があるか否か確認するため，それぞれ
で一元配置の分散分析を行った。同様に，男性
の割合に関しては，χ2検定を行い圏域差がある
か否か確認した。
さらに，圏域別の 得点の変化と社会生

活指標との関連を検討するため，圏域別の
得点の変化した値と に示した社会生

活指標について， の順位相関係数を
算出した。
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各調査時点ともに，調査票に依
頼文を添えて調査の主旨を説明し
た。調査で得られた情報には，守
秘義務の遵守を明示し，本人の調
査協力の意思表現として調査票に
氏名表記を依頼した。なお，本研
究は，当初より倫理的に十分な配
慮を行い実施していたが，2003年
からは静岡県総合健康センター倫
理審査委員会の承認を得て実施し
ている。

Ⅲ

３回目の調査は，11,504人に行
い，8,711人（75.7％）から有効
回答を得た。このうち，本研究で
は， に焦点を当てて分析し
たため， に示した項目につい
て，１回目から３回目までのすべ
ての回答が有効であった2,903人
（男性1,650人，女性1,253人）を
分析対象者とした。

QOL

６年間の 得点の変化につ
いて，性・年齢階級別の平均値を
計算した結果は， のとおりで
ある。経済的ゆとり満足感を除く，
すべての尺度の得点は，女性後期
高齢者が１回目から３回目ともに，
最も低い値であった。性差は，他
の尺度に比較して精神的健康に認
められ，女性の方が男性よりも低い値を示した。
年齢階級差に関しては，生活活動力で男性後期
高齢者と女性後期高齢者の２回目から３回目の
得点で顕著な低下が認められた。
一方，人的サポート満足感，経済的ゆとり満

足感に関しては，１回目から３回目の得点の低
下が，他の尺度と比較して，いずれの群におい
てもわずかであった。
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静岡県内の圏域別の 得点の縦断的変化
を に示した。全体的にどの圏域も，１回目
の 得点よりも２回目の 得点，２回
目の 得点よりも３回目の 得点が低
下傾向を示した。しかし， 得点は，各調
査時点の圏域間に差があるか否かを一元配置分
散分析で確認したが，有意な差は認められな
かった。また， 得点の変化した値に関し
ても，圏域間で統計的な有意な差は得られな
かった。

QOL

に圏域別の 得点の変化した値と社
会生活指標との関連について， の順
位相関係数を算出した結果を示した。このうち，
「保健師数（人口千対）」「高齢者のいる世帯割
合（％）」「ショートステイ年間利用日数
（日）」で， の順位相関係数がそれ
ぞれ0.76，0.76，－0.81と強い相関を示すとと
もに有意差が認められた。それ以外の指標に関
しては，統計的な有意差は認められなかった。
なお，「保健師数」「高齢者のいる世帯割合」
「ショートステイ年間利用日数」に関しては，
に散布図を示す。

Ⅳ

本研究は，高齢者の をテーマとしたが，
に関しては，その曖昧さや多義性から，

現在も統一された概念が定義されていないとい
える7)8)。そのため， をテーマとした先行
研究では，各研究の目的に沿って が定義
されている傾向にある。本研究で用いた
の質問項目9)は，生活活動力，健康満足感，人
的サポート満足感，経済的ゆとり満足感，精神
的健康，精神的活力の６つの尺度に分けられる。
尺度のうち，生活活動力は日常生活を送る上で
の基本的な動作（ ，
以下， ）の状態を確認している。健康満

足感，人的サポート満足感，経済的ゆとり満足
感は，高齢者個人の状態および環境条件とそれ
を個人の評価基準で判断した評価結果を示して
いる。この３つの尺度の質問項目は，高齢者個
人で変えることが困難な要因（例えば，健康満
足感では既往歴など）が影響を及ぼす可能性は
否定できないが，高齢者個人の評価基準による
判断となっているため，その感じ方や考え方は
異なると考えられる。精神的健康，精神的活力
は，高齢者の心理的，内面的な感じ方や考え方
を確認している。この２つの尺度の質問項目に
関しても，高齢者個人によって，その感じ方や
考え方は異なると思われる。本研究で用いた

の質問項目は，これらの特徴が認められ，
の中でも日常生活の主観的な満足度を主

に捉えているといえる。なお，本研究で用いた
の質問項目については，信頼性および妥

当性の検証や9)，コホート研究3)が行われてい
るため，この質問項目を用いて，地域高齢者の

を把握することは意味のあることと考え
られる。

QOL

得点について，性・年齢階級別に，１
回目から３回目の変化を観察した。大きな特徴
の１つとして，６年間という比較的短期間にも
関わらず，高齢者の は低下していくこと
がうかがえた。そして， を構成する要素
別の分析では，生活活動力において，男女とも
に後期高齢者が前期高齢者よりも，２回目から
３回目の得点が著しく低下している傾向が認め
られた。生活活動力の項目は， 的な要素
であるが，後期高齢者では，その維持が容易で
はないことがうかがえた。また，精神的健康の
ように，性差が認められた尺度もあった。一方，
人的サポート満足感や経済的ゆとり満足感は，
低下しにくい要素であることがわかった。低下
しにくい要素に関しては，環境的な要素の影響
が大きく，短期間では変化しにくい結果となっ
たのではないかと考えられる。
なお，高齢者の の縦断的な変化を観察

した上で，性別，年齢階級別の特徴を挙げたよ

37― ―



第54巻第７号「厚生の指標」2007年７月

うな研究は極めて少ないが，横断的な観察によ
る報告はいくつかある。その中で，出村ら11)は，
高齢者の主観的満足感を独自項目で調査したが，
主観的満足感の中でも，身体的健康に関する満
足度に年齢差と性差があること，年齢差は加齢
にしたがって身体的健康に関する満足感が低下
すること，男性の方が女性よりも良い評価を示
すことなどを報告している。一方，早坂ら12)は，
高齢者で主観的健康感が低くなることを報告し
ている。また，長田ら13)の報告では，改訂版

モラールスケール17項目で地域高齢者の
主観的幸福感について調査し，男性の得点の方
が，女性の得点よりも高い値を示したと述べて
いる。男性の方が女性よりも，高い満足度や幸
福度を示すといった点に関連して，生きがいが
あると回答する者が，男性の方が女性よりも多
いとの報告もある14)。さらに，本研究で最も特
徴の認められた生活活動力尺度に関しては，前
田ら3)も，加齢とともに低下しやすい要素とし
て報告している。
このように，本研究結果と同様に，先行研究

においても，高齢者の を構成する要素に，
性差や年齢差のあることが報告されていること
から，高齢者の をテーマとした研究では，
性差や年齢差を考慮した検討が必要であると考
えられた。

QOL

圏域別の 得点について確認した結果，
各圏域ともに３回目が最も低い値を示したが，
それぞれの調査時点の 得点には，ばらつ
きが認められた。
具体的には，１回目の 得点は，静岡圏

域が最も高い値を示したが，３回目の 得
点は熱海伊東圏域が最も高い値を示した。また，

得点の変化した値は，圏域別の平均値で
－1.1点から－0.5点の幅が認められた。しかし，
圏域別の各調査時点の 得点および
得点の変化した値ともに，一元配置分散分析で
統計的な有意差は認められなかったため，明確
な地域差があるとはいえない。先行研究で高齢
者の の地域差を検討した報告は，わずか

であるが，その中で，早坂ら12)の高齢者の主観
的健康感の地域差を検討した報告では，都市部
の方が高い状態にあったことを示している。本
研究の１回目で が最も高い状態であった
静岡県圏域は，静岡県の中でも都市部にあたり，
先行研究と同傾向にあると思われる。
一方， の縦断的変化で，低下の幅が他

の圏域より少なかったのは熱海伊東圏域であっ
た。熱海伊東圏域は，本県の中では都市部とは
思われない地域である。また，熱海伊東圏域に
関しては，しずおか健康創造21に掲載されてい
る圏域別の全死亡 に関して，最も悪い値
を示している15)。これに限らず，その他の健康
指標も，他の圏域に比べて悪い状態を示してい
る。そのため，本研究で認められた点は，これ
まで報告されていた健康指標の結果とは相反す
る，好ましい結果であったといえる。このこと
について，本研究の範囲内で言及することは不
可能である。しかし，このような結果となった
ことは興味深く，さらに関連する要因について，
研究を深めることも必要であろう。
なお，前項にて性，年齢が交絡因子として働
く可能性があることを述べた。本項の分析では，
圏域間の男女構成割合，平均年齢の差異に，統
計的な有意差が認められなかったため，併せて
処理している。

QOL

圏域別の 得点の変化した値と社会生活
指標との関連について， の順位相関
係数を算出したが，その結果，「保健師数」「高
齢者のいる世帯割合」「ショートステイ年間利
用日数」で有意な相関が認められた。静岡県で
は，市町保健センターや保健所に690人（2005
年現在)16)の保健師が勤務し，また，保健衛生
以外で高齢者の健康づくりや生きがいづくりと
いった，いわゆる福祉分野を任されている保健
師は209人（2005年現在)16)いる。この福祉分野
の保健師は，1995年現在では54人16)であったが，
介護保険制度などの高齢者に関係する業務の増
加と共に，わずか10年で４倍程度増加している。
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実際，人口当たりの保健師数が多いと，老人保
健業務が多く行われているといった報告もあ
る17)。さらに，横断的研究ではあるが，高齢者
の の維持・向上を図る上で社会的支援5)

の重要性が示されている。したがって，保健師
が多く確保され，積極的な地域的社会的支援が
行われることは，高齢者の の維持・向上
にとって重要な役割を果たす可能性が考えられ
る。しかし，本研究では，圏域で行われている
高齢者保健福祉に関する業務の内容や実施数な
どの詳細まで把握していない。今後の効果的か
つ効率的な高齢者保健福祉を企画立案する際の
有益な情報とするためにも，さらなる調査を行
い，高齢者の の縦断的変化との関連を検
討していくことが必要であると考えられた。
一方，「高齢者のいる世帯割合」が高い圏域

ほど， 得点が低下しにくい結果となった。
この結果に関連する先行研究として，藤本ら14)

は，60歳以上の者を調査し，女性で同居家族内
情緒的サポートが生きがいと関連を示したこと
を報告している。また，尾崎ら18)は，100歳以
上の長寿者を調査し，女性の の高い者の
特徴として，同居している家族がいることを報
告している。この２つの報告は，女性の結果で
ある。本研究で分析した「高齢者のいる世帯割
合」の高齢者は男性と女性を併せていることか
ら厳密な比較はできないが，高齢者の を
維持・向上を図る上で，家族と同居という点は，
重要な要素になるのではないかと考えられる。
また，今回，「ショートステイ年間利用日

数」が少ない圏域ほど， 得点が低下しに
くい結果となった。ショートステイは，介護者
の負担の軽減を考えた場合，極めて重要な社会
的支援となる。しかし，「高齢者のいる世帯割
合」「保健師数」との関係で考察するならば，
家族や保健活動による支援を受けながら，可能
な限り家庭の中で生活できることが，高齢者の

の維持・向上を図ることに繋がることを
裏付ける結果であったとも考えられる。
なお，今回「保健師数」「高齢者のいる世帯

割合」「ショートステイ年間利用日数」以外の
社会生活指標で有意な相関を得た指標は認めら

れなかった。今回，圏域別の情報が入手できる
指標等の制約があったため，23項目での検討と
なったが，高齢者の の縦断的変化に関連
する要素は，当然，この程度の数で十分とは思
われない。さらに，本研究は， を縦断的
に把握した研究である。 の縦断的な研究
の欠点の１つに，脱落や欠損値が多いことがあ
る19)。本研究は，比較的大規模な対象者数で
あったため，欠損値のある者を除いても，統計
的な処理を行うことのできる分析対象者数で
あった。しかし，欠損値のある者を除くことで，
調査票の回答能力のある，比較的に自立度が高
い高齢者を分析した観は否めない。本研究では，
１回目から２回目の自立度の変化が，３回目の
脱落状況に影響するのかといった点については，
分析していないが，横断研究では確認できない
点であるため，さらなる分析が必要であろう。
このように，本研究はいくつかの研究上の課
題がある。しかし，高齢者の 研究は，

が個人の主観的な状態を表すものという
ことで，高齢者個人を取り巻く状況（生活習慣，
家族関係，社会支援など）との関連を分析し，

の維持・向上を図るための要素について
検討されることが多い。本研究は，地域の

の把握を試み，地域の社会生活指標との
関連を検討した。このような検討は，ほとんど
認められないことから，いくつかの研究上の課
題はあるとはいえ，今後，同様の研究を実施す
る際の参考資料としては，意義があると思われ
る。

Ⅴ

高齢者の を縦断的に確認した結果，６
年間という比較的短い期間にも関わらず高齢者
の は低下した。そして，年齢階級差，性
差が認められる要素や，変化の少ない要素があ
ることも明らかとなった。また，圏域別の

の縦断的変化に，「保健師数」「高齢者の
いる世帯割合」「ショートステイ年間利用日
数」が有意な関連を示した。これらのことから，
短期間でも低下しやすい高齢者の の維
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持・向上を図るためには，家族や保健活動によ
る支援を受けながら，可能な限り家庭で生活で
きるような圏域および地域づくりが重要ではな
いかと考えられた。
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